























































































































































































４０.２４１.２４.２１７３４,０９９第 Ⅰ 階 級
〈４４６〉
３８２～５０８
４０.３４８.９５.０２９０５,８０９第 Ⅱ 階 級
〈５７１〉
５０８～６３４
４２.９６４.３８.９６９４７,８３９第 Ⅲ 階 級
〈７１７〉
６３４～８２４
４６.３７５.０７.５７３０９,７００第 Ⅳ 階 級
〈１,０７１〉
８２４～








〈   ５８３〉５１.７８２.４９.５１,１４７１２,０２８個人営業世帯
〈１,１４２〉５２.３９２.１２４.４６,４３５２６,４０８法人経営者
〈   ６９６〉５０.８８４.１１０.０１,９９６１９,９１９自 由 業 者
〈   ３６４〉６６.８８２.７１７.４２,７６２１５,８４１無 職
〈   ５８４〉６２.４８３.６１４.７２,２２０１５,０９５平 均


















































































































































































































































































５.２９.６３.４１１９.８１１９.６１１９.６１１６.０１１３.９１１３.１１０３.２製 造 工 業
１.２９.０２.０１０７.０１０７.１１０６.３１０５.３１０５.７１０５.０９６.３鉄 鋼
６.０６.１７.６１２２.７１２１.６１２０.３１１６.８１１５.８１１４.２１０７.６非 鉄 金 属
５.３７.６３.５１１６.４１１６.６１１５.６１１０.８１１０.５１１１.０１０３.２金 属 製 品
７.８１３.９３.７１２８.４１２７.９１２７.５１２３.６１１９.１１１８.２１０３.８機 械 工 業
７.３１３.８４.７１２９.４１２９.３１２８.８１２５.０１２０.６１１９.６１０５.１（除，船舶・鉄道車両）
９.４１５.００.３１２１.１１２０.９１２２.４１１５.４１１０.７１１０.３９５.９一 般 機 械
５.５１６.４９.１１４１.２１４３.７１４０.３１３８.２１３３.８１３２.３１１３.７電 気 機 械
１２.３９.０△１.３１１８.２１１３.６１１３.５１１０.９１０５.３１０５.５９６.８輸 送 用 機 械
１０.０８.３２.４１２０.７１１８.０１１７.３１１５.１１０９.７１０９.９１０１.５（除，船舶・鉄道車両）









３.５５.７３.２１１６.１１１４.０１１３.５１０９.０１１２.２１０９.８１０３.９そ の 他 工 業
０.５△１.５５.６１０４.０１０６.０１０６.７１０２.７１０３.５１０４.４１０６.０木 材 ・ 木 製 品
３.６１５.９△０.１１３６.８１２４.８１２９.０１１１.４１３２.１１１８.６１０２.３そ の 他 製 品








































































































































































































１,３１３１）１,１７６７２６３５８５７０終 常 収 支
１,４１４１）１,３２６１,０３３６３９７７１貿 易 収 支
２,８９２３,３０８３,０６６２,８０２２,６９６輸 出
１,７４３１,９８２２,０３３２,１６３１,９２５輸 入
△２０△１０１△１８２△２２６△１５９貿 易 外 収 支
△５２４△２８０３６６△４３５△８７９長 期 資 本 収 支
４４３５７７１,２１９１,２０６１,９０８資産（本邦資本）
△８１２９７１,５８５７７２１,０２８負債（外国資本）
４５７７１６７６４△７２△３３３総 合 収 支


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































５.１６.６４.９２.９２.６２.７２.７社 会 保 障 関 係 費
５.５３.６１.６０.２０.１０.１０.２文教及び科学振興費
１０.８２２.５１.３１.６０.１１０.７１１.７国 債 費
－１.６－１.０－１.３－０.８２.５－０.７－１.２恩 給 関 係 費
４.６１４.３２２.６７.１－０.０５.１６.８地 方 財 政 関 係 費
５.５６.１５.９５.２５.２６.５８６.９防 衛 関 係 費
６.００.３１.９０.０－２.３－２.３－２.３公 共 事 業 関 係 費
７.８６.９６.７５.１４.２６.３７.８経 済 協 力 費
０.３０.１－０.５－１.１－３.８－５.１－５.７中 小 企 業 対 策 費
８.１３.８１４.３－６.８－２１.４０.１４.２エネルギー対策費
－５.６－５.５－６.７－１７.１－９.３－１４.３－１４.５食 糧 管 理 費
０.００.００.０－社会資本整備事業
４.６２.７３.００.６－４.１－５.６－１.０その他の事項経費
－給 与 改 善 予 備 費
０.００.００.００.００.６３.００.０予 備 費
６.２９.７６.６４.８０.０３.０３.７合 計
（資料）大蔵省『財政統計』各年度版および『日本経済新聞』１９９０年１２月３０日付より作成。
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本原因が派生したと考えてよい。したがってそうであれば，この「財政余裕の
低下」が，２つ目に（ロ）「国債発行額」（千億円）拡張へ連結せざるを得ないこと
は当然であって，それは以下のように推移した。つまり，８７年＝９４→８９年＝
６６→９１年＝６７→９２年＝９５→９３年＝１６１→９５年＝２１２（第19表）という軌道を進
行したから，その動向推移の基本性格には何の疑念もあり得なく，「バブル局
面」での「絶対的減少」と，その後の「バブル崩壊局面」におけるその「顕著な増
加」こそが　　容易に検出可能だと思われる。したがって，「バブル崩壊」期
における，まさにこの「赤字国債膨張」こそが，「バブル崩壊」に伴う「有効需要
創出」の基盤を形成したのは疑い得なく，その点で，「赤字国債→財政スペン
ディング」という基本連関がみて取れよう。
以上のような状況を，最終的に３つ目として，（ハ）「公債依存度」（国債発行
額中央財政一般会計歳出，％）のサイドからも集約しておきたい。そう考え
ると，極めて明瞭な推移過程が浮上するのであって，具体的には，８５年＝２３２
→８７年＝１６３→８９年＝１０１→９１年＝９５→９３年＝２１５→９５年＝２８０（第19表）と
第23表　租税及印紙収入（一般会計）の推移
 （単位：億円，％）
決算剰余額補正額伸び率増減額当初予算額
△２,７６３７,３４０２２.９４９,２４０２６４,１１０１９８０年度
△２８,７９５△４,５２４２２.２５８,７３０３２２,８４０８１　
３３１△６１,４６０１３.４４３,４００３６６,２４０８２　
４,５６３△４,１３０△１１.８△４３,０９０３２３,１５０８３　
７３４２,３９０７.１２２,８１０３４５,９６０８４　
５３８△４,０５０１１.４３９,５４０３８５,５００８５　
２４,３６８△１１,２００５.２２０,１００４０５,６００８６　
３７,１０９１８,９３０１.６６,３４０４１１,９４０８７　
２７,２０５３０,１６０９.５３８,９６０４５０,９００８８　
６,９４８３２,１７０１３.１５９,２００５１０,１００８９　
９,７４９１１,２７０１３.７６９,９４０５８０,０４０９０　
８,３０４△２７,８２０６.５３７,６８０６１７,７２０９１　
△４８,７３０１.２７,３２０６２５,０４０９２　
△５６,２３０△１.９△１２,０１０６１３,０３０９３　
△１２.５△７６,３８０５３６,６５０９４　
　注）増減額と伸び率は対前年度当初予算比。
（資料）大蔵省『財政金融統計月報』第４９２号より作成。９３，９４年度の数値は『日本経済新聞』各号
より。
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いう数値が刻まれる。一見して，「バブル形成→崩壊」プロセスと連動した，
分かり易い運動が進行すると判断してよく，「バブル形成期」における「依存度
の縮小過程」と，「バブル崩壊期」での「依存度の上昇過程」とが　　一点の曇
りもなく一目瞭然ではないか。要するに，バブル期・国債発行動向の帰着点
に他なるまい。
［３］産業政策　最後に，「資本蓄積促進策」の３番目は③「産業政策」１０）に他
ならないが，この「産業政策」の展開を，最初に第１に「対外経済政策」の面
からみていこう。すなわち，特に８０年代以降に激化する「貿易摩擦問題」に対
する対処策だといってよいが，まず１つ目に（イ）その「背景」を押さえておき
たい。そこで早速その「契機」から入ると，「減量経営―臨調・行革路線」に
立脚して国内体制の再編を進めた日本経済が，対外関係において，取り分け
８０年代に直面したのは周知の「貿易摩擦」型の対日批判であった。まさにこの
「対日批判の大合唱」への対応としてこそ，「対外経済指向」的産業政策が不可
欠になるのであって，ここを起点にして，対外経済政策の周辺整備が始動す
るといってよい。そこでその前提として，「貿易摩擦の進展」を一瞥してお
くと，それは時系列的にいって次のような経過を経験した。つまり，まず６０
年代末における「繊維」を出発点にしつつ，その後は７０年代にかけて「鉄鋼・自
動車・デジタル関連」と続いたが，ついで８０年代に入ると，対日批判の激しさ
はもう一段の新段階へと突入をみせる。しかし，それには客観的根拠が濃厚
だといってよく，いうまでもなくその背後には，この８０年代からの，日本の
貿易黒字額激増こそがあった。しかもその黒字の大部分が対米・対欧からの
ものであったから，政府としても，この対日批判を無視することは不可能だっ
たといってよい。事実，特に８４・８５年両年の黒字額は著しく，それぞれ４４０億
ドルおよび５６０億ドルにも達した程であるが，この合計１０００億ドルというレベ
ルは，日本が戦後ここまでの３５年間に獲得した，その合計分にも相当してい
た。まさしく，対日批判を巻き起こすその所以であろう。
したがって，このバブル期直前までの，その「到達点」は結局こう整理で
きよう。すなわち，以上のような結果，８５年の日本の対外純資産は実に１２９８
億ドルにまで到達し，まさしく世界最大の債権国にまで躍り出た。そしてそ
の裏面で，米国は経常収支赤字を累積した帰結として一挙に１０００億ドルもの
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純債務国へと転落したから，そのミラー現象の出現は一目瞭然であった。し
かもこの傾向は，８０年代―バブル期を迎えても一層拡大を持続させた（８８年，
日本の対外純資産額＝３０００億ドル，米国の対外純債務額＝５０００億ドル）以上，
この対外不均衡拡大が，政府の焦眉の解決課題をなしていったのはいうまで
もなかった。
そのうえで次に２つ目として（ロ）その「現状」にまで進むと，何よりも目に
付くのは「８０年代型」の新動向ではないか。つまり，「８０年代型」の問題性は，
７０年代までのものとその基本性格を異にしていることに他ならないが，その
主要な「ポイント」は以下の２点に集約し得る。そこで，まず第１は「貿易黒
字の対米・対欧への集中」であって，これら先進地域への「集中豪雨的輸出拡
大」こそが，米国・ヨーロッパからの対日批判をことさら激化させた　　と
いう事情があろう。いうまでもなく，「重化学工業製品中軸」の日本輸出激増
がその背後にあるのは余りにも自明だといってよい。そしてそのうえで，第
２が「対中東赤字の顕著な縮小」だと考えてよく，石油危機脱出を契機として，
８０年代以降はこれら産油国からの輸入が大幅な低下に至る。その場合，その
原因が，「原油価格の低下・円高による支払い負担減少・石油需要の低迷」な
どにあるのはいわば明瞭だが，その結果，日本の対中東赤字はおおむね約６
割にまで縮小したとされている。しかし問題はさらにその奥にこそ伏在して
いた。というのも，続いてその「構造」にまでメスを入れると，対日批判の
以上のような激しさの根因は，単にこの貿易黒字の大きさだけにあるのでは
ないという点が浮かび上がってくる　　からである。そうではなく，むし
ろこの黒字激増の背後にある，「日本経済における産業構造上の問題点」こそ
が批判の俎上に乗せられつつあったのであり，まさにここから，「日本経済の
封鎖性」などが批判されつつ，例えば「日米経済構造協議」などという，いわゆ
る「構造問題」が出現してくるのは周知の事実ではないか。
したがって，その「全体的意味」はこう集約できよう。要するに，以上の
ような「対日批判」の枢軸には，結局，「重化学工業製品」を巡る，先進国同士
としての「日・米・欧」３極間における，いわば「水平的分業関係」抗争型構造
が明白に厳存したのだ　　と。
そうであれば最終的に３つ目に，（ハ）その「政策課題＝対応」がこう提起さ
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れてこざるを得まい。すなわち，ここまでで確認してきた「対外不均衡拡大」
の基礎基盤には，日本の重化学工業　　なかでも自動車などの加工組立産
業　　の国際競争力拡大があった点はもはやいうまでもなかった。そしてそ
の場合，その要因としては，７０年代以降の「減量経営」の徹底化とそれによる
「労働生産性上昇－コスト低下」とが決定的に重要であって，まさにこれこそ
が，「労働生産性の停滞－コスト割高性」を強めたアメリカを追い詰めていっ
たわけであろう。しかし，このような経過が，今度は日本自身に逆反射し，
その「返り血」が日本を袋小路へと追い込んでいかざるを得ない。ここからこ
そ，日本の「政策的苦闘」が始まっていくのであり，具体的には，「為替政策」
と「内需転換政策」という，本格的な「産業政策」として火を噴いていく。その
意味で，ここまででフォローしてきた「対外経済政策」は，ここから発現する
「産業政策」の，その助走路だというべきではないか。
続いて，取り急ぎ第２に「為替政策」へと視角を転じよう。そこで最初は
１つ目に（イ）その「背景」が重要だが，いうまでもなくアメリカの「双子の赤
字」こそがその焦点をなそう。すなわち，レーガン政権による「強いアメリカ
＝ドル高」路線は，「輸出減少」と「財政赤字」とのダブル・パンチを招来させて，
いわゆる「双子の赤字」を帰結させる以外になかったが，その結果，米国は年
間２０００億ドルの財政赤字と同１０００億ドルの国際収支赤字とに呻吟することと
なった。しかも，米国はこの局面で，戦後初の「純債務国」への転落をも余儀
なくされていたから，不況と高失業率の進行にも苛まれつつ，政府・議会と
も，急速に「保護主義路線」への台頭を避け得なくなっていく。こうして，ド
ル高・高金利のレーガン政権は８５年に至ってその終焉を迎えるが，その象徴
こそ「プラザ合意」であった。
そこで２つ目こそ周知の（ロ）「プラザ合意」（８５年９月）に他なるまい。まず
最初にその「内容」から入っていくと，その合意内容は，大まかにいって以下
の３点にこそ集約可能だと思われる。すなわち，①「為替レートの機能」　　
為替レートこそが対外アンバランスに対して基本的な役割を発揮すべきこ
と，②「為替レート基準」　　為替レートは各国の「基礎的経済条件」を適切に
反映した水準で決定されるべきこと，③「レート調整方式」　　レート調整は
「非ドル主要通貨」（円・マルク）における「一層の秩序ある上昇」によってなさ
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れるべきこと，これである。これに加えてさらに，「レート水準・介入方法・
介入総額・介入通貨・責任分担」なども，会議では，非公表のままで一定の合
意が形成されたが，要するに，「円高化―ドル安化」がまさに「国際的合意」の
下でこそ強制をみた。
そして，ついでその「進行」だが，その為替レート上の「効果」は顕著であっ
た（第24表）。すなわち，この合意を契機として，これまでの「ドル高・円安」
は明瞭に転換をみせ，今度は逆に，急激なテンポで「円高・マルク高」こそが
驀進していく。具体的には，プラザ合意直前の９月２０日には１ドル＝２４２円
だったものが，まず９月２７日には２２０円へと上昇したのを皮切りに，その後は，
１１月２７日＝２００円→８６年２月１７日＝１８０円→７月４日＝１６０円とうなぎ上りの
円高が続いた。１年にも満たない間に実に
８０円もの上昇をみたわけである。こうして，
確かに「為替面での調整」は劇的であったが，
その「内実」はどうか。
そこでその「結末」を確認すると，こう
した急激なレート調整の進行にもかかわら
ず，その現実的効果は決して捗々しくはな
かった。つまり，まず一面で米国サイドか
らすると，国際不均衡はむしろ拡大して，
「双子の赤字」解消の兆しは一層遠のいてい
く。また他面，日本側からしても，予想を
超えた円高が特に輸出業界中心に大きなダ
メージを与えつつ，その結果，円高不況の
深刻度を明らかに加えたといってよい。こ
うして，日米両方から，この「プラザ合意」
の現実的な不適合性が浮上してきた以上，
それに対する「妥協的修正」が直ちに表面化
せざるを得なく，それは８７年２月の「ルーブ
ル合意」として結実することとなった。すな
わち，米国の為替安定努力と日本の内需拡
第24表　為替相場の推移
対米ドル
（円）
年
３４８.０３１９７１
３０３.１１７２
２７１.２２７３
２９１.５１７４
２９６.７９７５
２９６.５５７６
２６８.５１７７
２１０.４４７８
２１９.１４７９
２２６.７４８０
２２０.５４８１
２４９.０８８２
２３７.５１８３
２３７.５２８４
２３８.５４８５
１６８.５２８６
１４４.６４８７
１２８.１５８８
１３７.９６８９
１４４.７９９０
（資料）対報告の年平均相場。
　　　日本銀行『外国経済統計年報』，
	

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大努力とが妥協をみていくわけであり，むしろ，これ以上のドル安阻止こそ
が世界的な経済安定の基盤になる　　とされた。
このような経過を受けて最後に３つ目に，（ハ）「為替政策の帰結」を整理し
ておく必要があろう。以上でフォローした通り，日本政府は，「貿易黒字累積
－経済摩擦激化」の荒波の中で，「国内景気維持」と「国際協調」とのディレンマ
に挟撃されながら，それを打破すべき対処策として，対外関係的な「産業政策」
を模索してきた。まさにそれこそ，「貿易摩擦対策―為替対策」という，「８０年
代型・産業政策」に相当する一連の政策体系以外ではなかったが，それについ
ては結局，「為替政策の破綻＝円高転換の受諾」という「産業政策の破綻」に帰
着する以外に　　その選択肢はなかったといってよい。まさにその点で，「円
高強制という国際的要請」への妥協として発現した，この「為替政策の挫折的
帰結」においてこそ，「８０年代型・産業政策」の，その実像が極めて端的に映し
出されているように思われる。
そうであれば，「８０年代型・産業政策」の残された最後のヴァリエーション
としては，第３にもはや「内需拡大政策」以外にはあるまい。いうまでもな
く周知の「前川レポート」だといってよいが，では最初に１つ目に（イ）その「背
景」はどうか。さて，ここまでで概観してきた通り，「円切り上げ回避」を主眼
とした「産業政策」は，「貿易摩擦問題－為替問題」を中軸として，日本側のい
わばほぼ「敗北」に終始したが，これを受けて，１つには，これ以上の「対日批
判－円高要求」を避けることを目指して，そしてもう１つには，「産業構造変
質への対応―新たな景気対策の模索」を指向して，「内需拡大・立脚型」の「産
業政策」が本格的に要請されていく。まさしくそれこそ，８６年４月の「国際協
調のための経済構造調整研究会」報告（通称「前川レポート」）および翌８７年４
月の「新前川レポート」に他ならず，この２つの「レポート」こそが，「バブル期・
産業政策」の中核を担った。
そのうえで，２つ目に（ロ）その「内容」にまで立ち入ると，それによって，ま
ず基本的には，「内需主導に立脚した国際協調型経済構造への転換」を推進し
つつ，それを通して，「日本企業の海外直接投資および途上国への経済援助」
を促進する　　方向が強調されているのはいうまでもない。そして，まさ
にそれを通じて，最終的には，日本の体制全体が直面している，その内的・
金沢大学経済論集　第３０巻第２号　　２０１０.２
－１４８－
外的な「危機的状況」からの脱却が試みられた　　わけである。
そこで，それを前提として，この「前川レポート」の「骨子」をフォローすれ
ば，それはおおよそ以下の５点にこそ集約可能なように思われる。すなわち，
①「基礎素材産業の早期構造転換」②「石炭産業の縮減」③「直接投資の推進」④
「農業の自由化・効率化」⑤「市場開放の促進」，などが直ちに指摘可能であり，
つづめていえば，国内の「低生産性部門」を国外へ「押し出す」ことによって，
国内における「産業構造調整」を加速させようというのが，その基本的姿勢だ
と判断してよかろう。まさにその方向性を媒介にしてこそ「内需拡大」を喚起
し，そしてそこから，「対日批判」の緩和が意図されたのではないか。
しかし，このような「現実的狙い」を一応確認したうえで，この「前川レポー
ト型産業政策」が持つ，もう一歩内的なその「狙い」をも見落としてはなるまい。
つまり，最後に３つ目は（ハ）その「本質」だといってよいが，それは以下の点
にこそ求められるべきであろう。すなわち，この「前川レポート」の背後には，
「農業・石炭・構造的不況業種」などの，単に「低生産性部門」の国外排出だけ
ではなく，「直接投資促進」とセットした，「基軸的産業部門・高収益部門」の
「一部」もの意識的な国外移転もが，伏在している　　と。まさしくそれを
通じて，先進国間における「水平分業関係の形成」こそが展望されていると
いってよく，さらにそこから，「減量経営－産業構造調整」の一体的進行が課
題に設定されているように思われる。まさにこのような針路上にこそ，「バブ
ル期・産業政策」が獲得すべき，その目標が置かれているのではないか。「９０
年代型・産業政策」の始動だと思われる。
おわりに 　　 全体的総括
以上のような考察を下敷きにして，最後に，「日本型・現代資本主義の『変
容』」という視角から全体的総括を提起しておきたい。そこでまず第１論点は
（Ⅰ）「前提的命題」といってよいが，８０年代・日本資本主義は，繰り返し述べ
たように，類まれなる劇的なプロセスを辿った１１）。すなわち，最初に「基礎
構造」面から概観すれば，「円高不況」を克服した後，８６－８７年段階から「バブ
ル形成局面」に入り，まず８８－８９年にかけて「異常なバブル景気」を経験するが，
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その異常性が長続きするはずはなく，その後，公定歩合上昇と土地取引総量
規制とを契機として，８９－９０年をピークとして一挙に「バブル崩壊」へと墜落
した。まさに「バブル形成―崩壊」過程が，この８０年代に折り重なるように急
展開を遂げた。そこで次に，この基礎土台の上で進行した，「現代資本主義の
２つの『体制組織化作用』」に焦点を合わせると，まず１つ目の「階級宥和策
レベル」では，①「労資関係」　　協調的労資関係の完成と「非正規従業者の膨
張」，②「労働運動」　　経済闘争への「のめり込み」（春闘敗北）と「制度要求」
の噴出，③「社会保障」　　「高齢化対策・諸制度の一元化」と政府・社会保障
費支出における実質的な「安上がり化」，が進行をみる。そのうえで２つ目こそ
「資本蓄積促進策レベル」に他ならないが，ここでは，①「金融政策」　　日銀
信用を通す「有効需要創出機能」の基本的な維持と，国債処理に制約されたそ
の発動水準の停滞，②「財政政策」　　赤字国債に立脚した「財政スペンディ
ング＝有効需要創出機能」の継続化と，財政赤字に制限された「公共事業」作用
の「伸び悩み」，③「産業政策」　　「為替政策・貿易摩擦問題の処理不成功」と
「内需拡大指向路線」への限定化，という図式こそが描かれた。したがってこ
う考えると，これら両レベルにおいて，まさしくその変質は明瞭であろう。
次にこれを前提にして，第２論点としては，（Ⅱ）現実的な「展開命題」が位
置づく。そこで最初に，１つ目に「階級宥和策サイドの新動向」だが，この「バ
ブル期」で進行したその新動向が，いわば「階級宥和策の『空洞化』」を意味して
いるのはいうまでもない。というのも，すでに（Ⅰ）で具体的にみたように，
その基本が，「労資関係＝非正規労働者膨張」・「労働運動＝制度要求噴出」・
「社会保障＝実質政府負担の削減」という骨格をなしていた以上，これらはい
ずれも，「国家による階級宥和策展開の『衰弱化』」を端的に表現するもの以外
ではない　　からである。まさしく「階級宥和策」の弱体化というしかあるま
い。しかしそれだけではない。ついで２つ目に「資本蓄積促進策サイドの新
動向」に移っても，この「バブル期」の新動向は，「資本蓄積促進策の『力能低
下』」をいわば明瞭に示唆していよう。つまり，先に確認した通り，「金融政
策・財政政策」とも，不況・財政赤字に掣肘されて，「有効需要創出」に関する
その「発現能力」を明らかに減退させていたかぎり，ここからは，「国家による
資本蓄積促進策展開の停滞化」を結論する以外にはなかろう。そうであれば，
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３つ目に「総合的評価」としては，以下のような帰結に帰着していかざるを
得ない。すなわち，ここまでで検出し終えた如く，「バブル期全体」の過程で，
一面で「階級宥和策の『衰弱化』」が進むと「同時に」，他方では「資本蓄積促進策
の『力能低下』」が無視できないとすれば，それは結局，次のような事態をこそ
表示することになるのではないか。すなわち，「バブル期・日本資本主義」は，
かかる意味において，まさしく「日本型・現代資本主義の『変容』」形態以外で
はないのだ　　と。しかも，その場合に重要なのは，それが，　　７０年代に
出現した　　「変質」次元をすでに超えた「変容」とこそネーミングされるべ
きだという点であって，その「変質」レベルは，ヨリ深く大きいことに注意して
おきたい。
こうして，最終的に第３論点として（Ⅲ）「結論的命題」へと辿り着く。すな
わち，まず１つ目にその「意義」を総合的に提示すると，このような「日本型・
現代資本主義の『変容』」は，「日本資本主義自らによる『墓穴堀り』」をこそ意味
していよう。まさに「現代日本資本主義」は，「自らの存立基盤」を「自らの手で」
「掘り崩している」　　のに等しい。では何故そういえるのか。そこで２つ目
に，その「理由」だが，それは，別の箇所で繰り返し指摘してきた通り，「現
代資本主義の基本的定義」１２）が以下のように公式化できることに立脚してい
る。つまり，「現代資本主義の枢要点」が，「資本主義の体制的危機における，
『階級宥和策』および『資本蓄積促進策』を手段とした，資本主義延命を目指し
た『反革命体制』」という点に求められるかぎり，「資本主義国家」が，「バブル
景気」の下で，「根拠のない安心感」に踊らされて，いわば「自発的に」，その
「２手段」の「衰弱化・力能低下」を許容しているとすれば，それは，自ら，ま
さしく「墓穴堀り」に狂奔している　　といわざるを得まい。「バブル期・日
本現代資本主義＝『墓穴堀り』体制」と性格付け可能な，その所以である。
要するに最終的には，３つ目にこう「結論」されるべきであろう。すなわち，
この「バブル期・日本資本主義」は，その「再編期→変質期」１３）を経た上で，現
実的には，「階級宥和策・資本蓄積促進策の『自発的放棄』」をこそその根拠に
しつつ，「日本型・現代資本主義」の，まさにその「変容局面」そのものに該当
している　　のだと。そこに「日本型・現代資本主義」の「歴史的位相」がみ
て取れるが，そうであれば，これこそが本稿の「最終論理環」に他なるまい。
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１）拙稿「低成長経済と日本型現代資本主義の変質」（『経済論集』第３０巻第１号，２００９年）。
２）バブル期・政治過程の概略については，例えば，現代日本経済研究会編『日本経済の
現状』１９９０年版（学文社，１９９０年），坂本和一『２１世紀システム』（東洋経済新報社，１９９１
年），石川紀夫編『日本の所得と冨の分配』（東大出版会，１９９４年），などを参照のこと。
３）この局面における経済過程の基本構造に関しては，宇沢弘文編『日本企業のダイナミ
ズム』（東大出版会，１９９１年），橋本寿朗『日本経済論』（ミネルヴァ書房，１９９１年），な
どをみよ。
４）景気循環について詳しくは，西村・三輪編『日本の株価・地価』（東大出版会，１９９０
年），野口悠紀雄『バブルの経済』（日本経済新聞社，１９９２年），宮崎義一『複合不況』（中
公新書，１９９２年），保坂直達『バブル経済の構造分析』（日本評論社，１９９４年），をみよ。
５）労資関係の基本動向については，前掲『日本経済の現状』１９８７年版（学文社，１９８７年），
小池和男『仕事の経済学』（東洋経済新報社，１９９１年），戸塚・兵藤編『労使関係の転換
と選択』（日本評論社，１９９１年），川人博『過労自殺』（岩波書店，１９９８年），などが詳し
い。
６）バブル期・労働運動に関しては，熊沢誠『職場史の修羅を生きて』（筑摩書房，１９８６年），
前掲『日本経済の現状』１９８７年版，野原・藤田編『自動車産業と労働者』（法律文化社，
１９８８年），草野厚『国鉄改革』（中公新書，１９８９年），立山学『の光と影』（岩波新書，
１９８９年），などが特に優れている。その鮮明な「闘いの実相」が印象的だといってよい。
７）この段階における社会保障展開の詳述は，東大社研編『転換期の福祉国家』下（東大出
版会，１９８８年），前掲『日本経済の現状』１９９２年版（学文社，１９９２年），川人博『過労死
社会と日本』（花伝社，１９９２年），西谷敏『ゆとり社会の条件』（労働旬報社，１９９２年），
を参照のこと。
８）バブル期・金融政策に関して詳しくは，宮崎義一『ドルと円』（岩波新書，１９９８年），
植田和男『国際収支不均衡下の金融政策』（東洋経済新報社，１９９２年），などが参照さ
れてよい。
９）財政政策展開の基本的方向については，財政政策研究会『これからの財政と国債発
行』（大蔵財務協会，１９８６年），館龍一郎『日本の経済』（東大出版会，１９９１年），吉川洋
『日本経済とマクロ経済学』（日本経済新聞社，１９９２年），などが，その独自の展開を
みせている。
１０）広く「産業政策」として捉えた場合には，以下の作品が興味深い。例えば，伊藤元重
他編『産業政策の経済分析』（東大出版会，１９８８年），船橋洋一『通貨烈烈』（朝日新聞社，
１９８８年），今井賢一他編『日本の企業』（東大出版会，１９８９年），が白熱の議論をみせる。
１１）８０年代・日本資本主義の総合的展開については，筆者とはその基本的視角を異にす
るが，高内俊一他編『８０年代日本の危機の構造』上・下（法律文化社，１９８８年）などが
ある。さらに，ヨリ批判的な立場からは，宇沢弘文『現代日本経済批判』（岩波書店，
１９８７年）がある。
１２）現代資本主義の諸問題については，拙著『現代資本主義の史的構造』（御茶の水書房，
金沢大学経済論集　第３０巻第２号　　２０１０.２
－１５２－
２００８年）において多面的な考察をすでに加えた。また，現代資本主義の基軸をなす「現
代国家」の体系的展開に関しては，拙著『資本主義国家の理論』（御茶の水書房，２００７
年）をみよ。
１３）これらの２つの段階については，拙稿「戦後再建と日本型現代資本主義の再編」（『経
済論集』第２９巻第１号，２００８年）および「高度経済成長と日本型現代資本主義の確立」
（『経済論集』第２９巻第２号，２００９年）においてすでに検討を終えているので，参照さ
れたい。したがってこのような考察をふまえると，結局，「日本型現代資本主義」は，戦
前期１９３０年代に「成立」し，その後，戦後において「再建→確立→変質」という過程を
辿りつつ，最終的に，この「バブル期」においてその「変容」にこそ至った　　と図式
化可能である。まさしくその意味で，「バブル期」はその「到達点」に他ならないとい
うべきであろう。
